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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第２四半期連結
累計期間

第54期
第２四半期連結
累計期間

第53期

会計期間
自平成23年９月１日
至平成24年２月29日

自平成24年９月１日
至平成25年２月28日

自平成23年９月１日
至平成24年８月31日

売上高（千円） 4,754,069 4,330,697 9,693,819

経常利益（千円） 1,877,868 1,520,604 3,518,195

四半期（当期）純利益（千円） 1,142,509 967,736 2,179,168

四半期包括利益又は包括利益（千円） 1,060,540 1,509,201 2,218,155

純資産額（千円） 18,341,874 19,872,242 19,148,116

総資産額（千円） 20,441,119 21,868,226 21,242,799

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 100.11 85.92 191.60

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 89.7 90.9 90.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,573,958 946,790 2,895,436

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△5,500 △480,324 △288,361

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△800,072 △784,738 △1,150,899

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（千円）
6,726,839 7,161,203 7,404,093

　

回次
第53期

第２四半期連結
会計期間

第54期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年12月１日
至平成24年２月29日

自平成24年12月１日
至平成25年２月28日

１株当たり四半期純利益金額（円） 50.07 48.32

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、馬尼（北京）貿易有限公司を新

たに設立しました。これに伴い、当社の関係会社は子会社が１社増加しました。

　馬尼（北京）貿易有限公司は、成長著しい中国市場において、当社製品の販売及びマーケティングの強化を図るた

め、新たに販売拠点を設立したものであります。

　この結果、当社グループは、当社及び子会社６社により構成されることとなります。なお、当社グループが営む事業に

ついて、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1)業績

  当第２四半期連結累計期間における医療機器業界は、欧州債務問題や、新興国の経済減速により景気が停滞し、各

国の医療費抑制政策が一層厳しさを増してはいるものの、新興国では人口の増加及び経済発展に伴い医療インフラ

の整備が進み、先進国では患者の QOL(生活の質）の向上というコンセプトが定着し先進医療の導入が進んでいるた

め、全体としては引き続き市場の拡大を見込んでおります。一方、堅調な米国経済や当面のユーロ崩壊危機の回避等

から更なる円高リスクは遠のき円安へ振れてはいるものの、グローバルレベルでの競争激化、病院のコスト削減を求

めたグループ購入化等の影響を受け、当社グループを取り巻く環境は、依然として厳しい状況で推移しております。

  このような環境下、当社グループにおきましては、競合他社との価格競争による海外売上への悪影響を緩和するた

め、今後需要の拡大が見込まれる新興国市場での売上増加を狙い、新たな販売拠点として中国に馬尼（北京）貿易有

限公司を設立し、現地マーケティングの本格化や新たな代理店網の拡充に着手しました。全体の売上は、国内での好

調にも拘らず、アイレス針関連製品を中心とした海外での価格競争の激化による一部製品の販売価格の値下げの影

響が大きく、それを補う販売数量の確保にも時間を要することから、極めて低調に推移しました。

  一方、生産面について、海外工場におきましては、ベトナムの生産拠点MANI HANOI CO.,LTD.（当社100％出資）は、

前連結会計年度に引き続き、日本からの生産工程移管による生産規模の拡大、ならびに品質向上と原価低減を実現す

るため、フーエン第７期工場の建設を進めてまいりました。またミャンマーの生産拠点MANI YANGON LTD.（MANI

HANOI CO.,LTD. 100％出資）につきましては、ミャンマーの民主化の進展を確認できたことから、ベトナム生産拠点

への一極集中を回避するため、増築・生産能力増強の準備を進めてまいりました。さらに、ラオスの生産拠点MANI

VIENTIANE SOLE.CO.,LTD.（MANI HANOI CO.,LTD.100％出資）につきましては、生産品目を追加するとともに、社員

の定着化・品質の安定化に努めてまいりました。国内工場におきましては、新製品の量産準備と並行して、引き続き

海外拠点への生産工程移管に注力した結果、既存製品工程移管の最終段階移行の目途が付きました。

  開発面では、引き続き、生産技術開発・既存製品改良研究を行うとともに新製品開発に力を入れ、当第２四半期連

結累計期間中の新製品として「LRIナイフ」「ステントグラフト(川澄化学工業㈱)の金属骨格」（サージカル関連

製品）「フレアースプレッダーNiTi」「プラガーNiTi」「Ｍカーバイドバー（リムーバルタイプ）」（デンタル関

連製品）を発売いたしました。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は 4,330百万円（前年同期比8.9％減）、営業利益は 1,343百万

円（同27.0％減）、経常利益は 1,520百万円（同19.0％減）、四半期純利益は 967百万円（同15.3％減）となりまし

た。

　

　セグメント別の業績概況は、次のとおりであります。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への売上

高を記載しております。

　

（サージカル関連製品）

　競争の激化によりステイプラーの売上が低調に推移したものの、前連結会計年度に引き続き眼科ナイフが好調に推

移したこと、眼科ＰＧＡ針付縫合糸の販売を再開したこと、ならびにアイド針の輸出が増加したこと等から、売上高

は 1,636百万円（前年同期比 11.0％増）となりました。一方、売上高は増加したものの、販売費及び一般管理費も増

加したこと等から、セグメント利益（営業利益）は496百万円（同2.8％減）となりました。

　

（アイレス針関連製品）

  競合他社による低価格攻勢に対抗するため、一部製品について販売価格を値下げしたものの、値下げ及び円安効果

による新規顧客の獲得や既存顧客の販売数量増加には時間を要し、やや在庫が積み上がっている大口顧客からの受

注も低調に推移したこと等から、売上高は 1,303百万円（前年同期比25.7％減）となりました。また、売上高が減少

したことに加え、売上減少を吸収するに足るだけの原価低減を実現するには時間を要すること等から、セグメント利

益（営業利益）は、578百万円（同32.2％減）となりました。
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（デンタル関連製品）

　円安効果も出始めてはいるものの、新興国市場で広がるニセブランド品等の影響により、中国及びロシアでの販売

が振るわず、リーマ・ファイル、ピーソリーマ等の売上が低調に推移したこと等から、売上高は 1,391百万円（前年

同期比8.8％減）となりました。また、売上高が減少したことに加え、利益率の高い製品の売上割合が低下したこと、

さらに販売力強化のため販売費及び一般管理費が増加したこと等から、セグメント利益（営業利益）は 268百万円

（同43.6％減）となりました。

　

(2)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

242百万円減少し、7,161百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、946百万円（前年同期比 39.8％減）となりました。これは主に、たな卸資産の増加

額が減少した一方、税金等調整前四半期純利益が減少したこと、ならびに法人税等の支払額が増加したこと等による

ものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、480百万円（前年同期は５百万円の支出）となりました。これは主に、有価証券の

取得による支出がなくなった一方、有価証券の売却及び償還による収入が減少したこと、ならびに有形固定資産の取

得による支出が増加したこと等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、 784百万円（前年同期比 1.9％減）となりました。これは配当金の支払額が増加

した一方、自己株式の取得による支出が減少したことによるものであります。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

①基本方針の内容

　当社は医療機器メーカーとしての相応の事業規模を有するにいたっており、その事業範囲も、手術用医療機器関連

製品の提供、糸メーカーへの手術用縫合針の供給、歯科医療機器関連製品の提供と比較的広い範囲に及び、また、海外

での生産を拡大し、輸出比率（売上全体に占める海外売上の割合）も高くなる等、グローバルな業務の展開を行って

おります。製品の高い品質を通じたエンドユーザーである医師との長期的かつ永続的な信頼関係の維持こそがこう

したオペレーションを支える原点であるだけに、必然的に長期的、グローバルな視野に立った経営が不可欠となりま

す。

　したがって、当社株式買付の提案を受けた場合に、その買付が近視眼的な視野に立っていないか等、当社の企業価値

・株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断するためには、買付者の提案する事業計画の実現可能性・適法性、当社

の有形無形の経営資源、ステークホルダーに与える影響とそれが企業価値に及ぼす影響、将来を見据えた施策の潜在

的効果、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、当社の実情等につき十分に把握する必要がある

と考えております。

　勿論、当社は、当社支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主の皆様の意思に基づいて

行われるべきものと考えており、株式の大規模買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであ

れば、これを否定するものではありません。

　当社取締役会は、上記に鑑みて、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株式の大量取得行為

や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えております。

　また、当社の株主構成は現経営陣による安定的な状況となっているものの、当社役員等の発行済株式に占める保有

割合は低下しております。中長期的な事業領域の拡大に結びつく新規事業への投資等に伴う資金調達の手段として、

又は自己資本の充実のため資本市場における資金調達もひとつの選択肢として考えられ、これらを実施する場合に

は当社役員等の持株比率がさらに低下する可能性もあります。その他、今後他社と業務資本提携を行う等の事由で株

主構成が変化する可能性も否定はできませんし、役員の異動等によって持株比率が低下する可能性もあり、また、大

株主である役員等が各々の事情に基づき株式の譲渡その他の処分をすることによって、現在の安定的な株主構成を

維持できない事態も起こり得るものと考えております。

　こうした事情に鑑み、当社取締役会は、当社株式に対する不適切な買付により企業価値・株主共同の利益が毀損さ

れることを防止するためには、対応策として買収防衛策の導入が必要であると判断いたしました。
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②不適切な支配の防止のための取組み

　当社は、上述の基本的考え方につき株主の皆様のご承認をいただき、平成19年11月21日開催の定時株主総会におい

て導入した当社株式の大規模買付行為への対応方針を、若干の修正を加えたうえで継続いたしております。

　本対応策は、当社株式の大規模買付行為が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために

必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、基本方針に照らして

不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利

益を確保し、向上させることを目的としております。

　具体的には、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付又は公開買付を実施しようとする買付者には、必

要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。一方、当社取締役会は独立性の高い３名以上の社外取締役

のみで構成する特別委員会を設置し、特別委員会は外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の検討、株主の

皆様への情報開示と代表執行役の提示した代替案の開示、買付者との交渉等を行います。買付者が本対応策の手続を

順守しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を侵害する買付であると特別委員会が判断した場合は、対抗措

置の発動（買付者等による権利行使は認められないとの行使条件を付した新株予約権の無償割当ての実施）を取締

役会に勧告し、その勧告を受けた取締役会は、対抗措置発動についての承認を議案とする株主総会を開催し株主の皆

様の意思を確認することにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保します。

　なお、本対応策の詳細は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.mani.co.jp/）の平成22年

10月22日付発表分に掲載しております。

　

③不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

　当社取締役会は、以下の理由から、本対応策が基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうものでは

なく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。 

ア．株主意思の反映

　本対応策は、その基本的考え方については、平成22年11月開催の定時株主総会における株主の皆様のご承認の下に

導入しております。また大規模買付行為を受け入れるか否かは最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべき

という方針で貫かれており、特別委員会により対抗措置を発動すべきとの勧告が取締役会に出された場合にも、同様

にその勧告により株主総会が招集され、株主の皆様の決議によりはじめて発動が可能となります。　

イ．独立性の高い社外者の判断と情報開示

　当社は委員会設置会社であり、当社の執行役を監督する立場にある３名以上の独立性の高い社外取締役のみからな

る特別委員会を構成することにより、当社経営陣の恣意的判断を排し、その客観性、合理性を担保すると同時に、特別

委員会は当社の実情を把握し当社の企業価値を構成する要素を十分に把握したうえで、買付が当社の企業価値・株

主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断できると考えております。

　さらに、特別委員会の判断の透明性を高めるため、大規模買付者から提出された大規模買付意向表明書の概要、大規

模買付者の買付内容に対する当社代表執行役の意見、代替案の概要、その他特別委員会が適切と判断する事項につい

て、原則として株主の皆様に対しすみやかに情報開示を行います。

ウ．本対応策発動のための合理的な客観的要件の設定

　本対応策は、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足されなければ発動の勧告がなされないように設定さ

れており、これらの客観的要件は基本方針における当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でな

いとされる場合と一致させております。これにより、当社経営陣による恣意的な発動を防止します。　

エ．第三者専門家の意見の取得

　特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタ

ントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができます。これにより、特別委員会による判断の公正さ、客観

性がより強く担保されます。

　

(4)研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 386百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,600,000

計 39,600,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年４月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,879,000 11,879,000
東京証券取引所

市場第一部　

単元株式数

100株

計 11,879,000 11,879,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年12月１日～

平成25年２月28日
― 11,879,000 ― 988,731 ― 1,036,311
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（６）【大株主の状況】

　

 平成25年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

松谷　貫司 栃木県塩谷郡高根沢町 1,396,500 11.76

マニックス株式会社 栃木県塩谷郡高根沢町中阿久津740 1,300,000 10.94

松谷　正光 栃木県塩谷郡高根沢町 1,065,600 8.97

松谷　正明 栃木県宇都宮市 318,800 2.68

RBC IST LONDON-CLIENTS ACCOUNT
7TH FLOOR, 155 WELLINGTON STREET WEST

TORONTO, ONTARIO CANADA M5V 3L3
290,000 2.44

(常任代理人　シティバンク銀行株

式会社）
（東京都品川区東品川２丁目３－14） 　 　

重田　康光 東京都港区 267,600 2.25

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 266,600 2.24

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED

STOCK FUND(PRINCIPAL ALL

SECTOR SUBPORTFOLIO)

（常任代理人　株式会社三菱東京

UFJ銀行）

82 DEVONSHIRE ST BOSTON MASSACHUSETTS

02109360582

（東京都千代田区丸の内２丁目７-１）　

232,400 1.96

MANI社員持株会 栃木県宇都宮市清原工業団地８-３ 231,500 1.95

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口）
東京都中央区晴海１丁目８-11 224,600 1.89

計 － 5,593,600 47.09

　（注）上記のほか、当社が681,796株（持株比率5.74％）を自己株式として保有しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － 　　　　　　　　　－ 　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） － 　　　　　　　　　－ 　　　　　－

議決権制限株式（その他） － 　　　　　　　　　－ 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等）

　　　普通株式

          681,700

     

　　　　　　　　　－ －

完全議決権株式（その他）

　　　普通株式

         11,193,100

     

111,931 －

単元未満株式
　　　普通株式

               4,200  
　　　　　　　　　－ －

発行済株式総数 11,879,000　　　　　　　　　－ 　　　　　－

総株主の議決権 　　　　　　　　　－ 111,931 －

 

②【自己株式等】

 平成25年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

マニー㈱
栃木県宇都宮市清原工業

団地8番3　
681,700 － 681,700 5.74

計 － 681,700 － 681,700 5.74

　

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法　第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年12月１日から平成

25年２月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年９月１日から平成25年２月28日まで）に係る四半期連

結財務諸表について新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,437,702 6,188,701

受取手形及び売掛金 1,663,425 1,607,647

有価証券 1,500,730 1,301,676

製品 802,793 873,213

仕掛品 1,401,644 1,492,372

原材料及び貯蔵品 838,342 870,659

繰延税金資産 212,133 185,000

その他 180,135 162,274

貸倒引当金 △2,500 △2,412

流動資産合計 13,034,406 12,679,133

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,532,745 2,548,031

機械装置及び運搬具（純額） 1,785,251 2,160,465

土地 1,146,656 1,146,656

その他（純額） 406,830 626,166

有形固定資産合計 5,871,483 6,481,319

無形固定資産

ソフトウエア 17,000 15,669

その他 61,231 62,855

無形固定資産合計 78,232 78,525

投資その他の資産

投資有価証券 1,809,002 2,280,797

繰延税金資産 111,160 2,730

保険積立金 338,302 342,760

その他 211 3,698

貸倒引当金 － △739

投資その他の資産合計 2,258,676 2,629,247

固定資産合計 8,208,392 9,189,092

資産合計 21,242,799 21,868,226
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 74,648 95,686

未払金 449,449 479,428

未払法人税等 731,506 539,667

賞与引当金 269,349 260,154

災害損失引当金 61,590 61,590

その他 94,438 112,057

流動負債合計 1,680,982 1,548,584

固定負債

繰延税金負債 － 22,430

退職給付引当金 152,100 159,098

役員退職慰労引当金 242,200 246,470

その他 19,400 19,400

固定負債合計 413,700 447,399

負債合計 2,094,682 1,995,983

純資産の部

株主資本

資本金 988,731 988,731

資本剰余金 1,036,311 1,036,311

利益剰余金 19,314,494 19,930,858

自己株式 △1,614,376 △2,048,078

株主資本合計 19,725,161 19,907,823

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 72,797 317,587

為替換算調整勘定 △649,842 △353,167

その他の包括利益累計額合計 △577,044 △35,580

純資産合計 19,148,116 19,872,242

負債純資産合計 21,242,799 21,868,226
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年９月１日
　至　平成24年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年９月１日
　至　平成25年２月28日)

売上高 4,754,069 4,330,697

売上原価 1,640,747 1,692,034

売上総利益 3,113,322 2,638,662

販売費及び一般管理費 ※
 1,273,837

　※
 1,295,447

営業利益 1,839,484 1,343,215

営業外収益

受取利息 15,967 11,563

受取配当金 10,338 5,002

投資事業組合運用益 － 1,669

為替差益 13,630 154,350

補助金収入 － 1,461

その他 6,384 5,713

営業外収益合計 46,320 179,760

営業外費用

支払利息 73 73

投資事業組合運用損 4,299 －

自己株式取得費用 2,804 2,297

その他 758 0

営業外費用合計 7,937 2,371

経常利益 1,877,868 1,520,604

特別利益

固定資産売却益 287 282

保険解約返戻金 1,000 2,391

特別利益合計 1,287 2,674

特別損失

固定資産売却損 16 －

固定資産除却損 125 32

特別損失合計 142 32

税金等調整前四半期純利益 1,879,013 1,523,246

法人税、住民税及び事業税 734,156 531,552

法人税等調整額 2,347 23,956

法人税等合計 736,503 555,509

少数株主損益調整前四半期純利益 1,142,509 967,736

四半期純利益 1,142,509 967,736
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年９月１日
　至　平成24年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年９月１日
　至　平成25年２月28日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,142,509 967,736

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 11,308 244,789

為替換算調整勘定 △93,277 296,674

その他の包括利益合計 △81,969 541,464

四半期包括利益 1,060,540 1,509,201

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,060,540 1,509,201
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年９月１日
　至　平成24年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年９月１日
　至　平成25年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,879,013 1,523,246

減価償却費 312,506 267,251

貸倒引当金の増減額（△は減少） △244 651

賞与引当金の増減額（△は減少） 26,432 △15,049

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19,234 5,548

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △6,260 4,270

受取利息及び受取配当金 △26,305 △16,566

支払利息 73 73

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △271 △282

固定資産除却損 125 32

投資事業組合運用損益（△は益） 4,299 △1,669

保険解約損益（△は益） － △2,391

売上債権の増減額（△は増加） 63,896 59,919

たな卸資産の増減額（△は増加） △398,164 △146,036

その他の流動資産の増減額（△は増加） 23,253 23,634

仕入債務の増減額（△は減少） △661 21,047

未払金の増減額（△は減少） 56,920 △22,658

その他の流動負債の増減額（△は減少） 48,819 13,335

その他 928 △61,404

小計 1,965,127 1,652,951

利息及び配当金の受取額 24,244 15,489

保険金の受取額 89,354 －

災害損失の支払額 △3,220 －

法人税等の支払額 △501,548 △721,650

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,573,958 946,790

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 7,991

有価証券の取得による支出 △100,000 －

有価証券の売却及び償還による収入 500,000 200,000

有形固定資産の取得による支出 △297,451 △593,947

無形固定資産の取得による支出 △7,690 △2,642

投資有価証券の取得による支出 △100,000 △100,000

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,000 －

投資事業組合分配金による収入 3,000 9,600

保険積立金の積立による支出 △5,804 △5,768

保険積立金の解約による収入 49 3,701

その他 396 741

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,500 △480,324

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △454,953 △433,702

配当金の支払額 △345,118 △351,036

財務活動によるキャッシュ・フロー △800,072 △784,738

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,004 75,382

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 766,380 △242,890

現金及び現金同等物の期首残高 5,960,458 7,404,093

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,726,839

　※
 7,161,203
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

連結の範囲の重要な変更

第1四半期連結会計期間より、馬尼（北京）貿易有限公司を設立したため、連結の範囲に含めております。

　

【会計方針の変更】

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

　従来、当社は、有形固定資産の減価償却方法について、定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額法）を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、全ての有形固定資産の

減価償却方法について定額法に変更しております。 

　当社グループはグローバル展開が加速する中で、グローバル市場でのシェア拡大及び原価低減を図るため、海外子会

社への生産移管を進めております。これに伴い、国内の設備は将来にわたり安定的な需要が見込まれる高付加価値製

品の生産、新製品の開発等が中心となり、当社グループにおいて使用可能期間にわたり長期安定的に使用されること

となります。

　主要製品の海外子会社への生産移管がほぼ完了したため、当連結会計年度以降、国内の設備については安定的な稼働

になることから、当社の有形固定資産の減価償却方法について検討した結果、定額法に変更することが当社グループ

の経済的便益の消費パターンを適切に反映させることができると判断いたしました。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四

半期純利益は、それぞれ39,892千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響については、(セグメント情報等）に記載しております。 

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。　

　

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年９月１日
至  平成24年２月29日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年９月１日
至  平成25年２月28日）

給料手当 186,298千円 214,227千円

賞与引当金繰入額 74,549 67,343

退職給付費用 21,645 21,199

役員退職慰労引当金繰入額 5,500 4,270

研究開発費 404,078 386,536

減価償却費 47,642 42,092

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年９月１日
至  平成24年２月29日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年９月１日
至  平成25年２月28日）

現金及び預金勘定 5,775,754千円 6,188,701千円

有価証券勘定 1,490,912 1,301,676

預入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 △46,638 △25,974

取得日から償還日までの期間が３ヶ月を超

える債券
△493,190 △303,200

現金及び現金同等物 6,726,839 7,161,203
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年９月１日　至　平成24年２月29日）

１．配当に関する事項

(1)配当金支払額　

 
決　議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月11日

取締役会
普通株式 345,156 30平成23年８月31日平成23年11月８日利益剰余金

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
決　議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月15日

取締役会
普通株式 351,372 31平成24年２月29日平成24年５月２日 利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成23年10月11日開催の取締役会に基づき、自己株式の取得を行いました。この取得等により自己株

式は、当第２四半期連結累計期間において454,953千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において

1,614,376千円となっております。　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年９月１日　至　平成25年２月28日）

１．配当に関する事項

(1)配当金支払額　

 
決　議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月９日

取締役会
普通株式 351,372 31平成24年８月31日平成24年11月13日利益剰余金

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
決　議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月18日

取締役会
普通株式 347,113 31平成25年２月28日平成25年５月２日 利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年９月１日　至　平成24年２月29日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）　　

　 報告セグメント

合計 調整額　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）

サージカル

関連製品

アイレス針

関連製品

デンタル

関連製品

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 1,474,1231,755,4691,524,4764,754,069 ― 4,754,069

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
1,104 55,534 ― 56,639△56,639 ―

　　　計 1,475,2281,811,0041,524,4764,810,709△56,6394,754,069

　セグメント利益 511,010852,395476,0791,839,484 ― 1,839,484

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年９月１日　至　平成25年２月28日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）　　

　 報告セグメント

合計 調整額　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）

サージカル

関連製品

アイレス針

関連製品

デンタル

関連製品

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 1,636,1931,303,4971,391,0064,330,697 ― 4,330,697

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
1,006 65,873 ― 66,879△66,879 ―

　　　計 1,637,1991,369,3701,391,0064,397,577△66,8794,330,697

　セグメント利益 496,502578,063268,6481,343,215 ― 1,343,215

（注）１.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　２.「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、当社は、有形固定資産の減価償却方法については、定率法（ただ

し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しておりました

が、第１四半期連結会計期間より、全ての有形固定資産の減価償却方法について定額法に変更しております。

　      この変更により、従来の方法によった場合に比べて当第２四半期連結累計期間のセグメント利益は、サージ

カル関連製品で15,137千円、アイレス針関連製品で13,003千円、デンタル関連製品で11,751千円増加してお

ります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成24年２月29日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年９月１日
至　平成25年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額 100.11円 85.92円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,142,509 967,736

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,142,509 967,736

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,412 11,263

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　────────　

　

　

　────────　

　

　

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　当社は、平成25年３月18日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式を買い受けることを決議いたしました。

１．取得の理由

経営環境の変化に対応し、資本政策の一環として自己株式を取得するものであります。

２．取得の内容

　(1)取得する株式の種類　  普通株式

　(2)取得する株式の総数　　17万6千株（上限）

　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く。）に対する割合1.6％）

　(3)株式の取得価格の総額　700,000千円（上限）

　(4)自己株式取得の日程　　平成25年３月19日から平成25年６月26日まで　

　

２【その他】

　(剰余金の配当）

　当社は、平成25年３月18日開催の取締役会において、剰余金の配当を行うことを次のとおり決議いたしました。

　①配当金の総額　　　　　　 　347,113千円

　②１株当たり配当額　  　 　　　　 　31円

　③基準日　　　　　　　　平成25年２月28日

　④効力発生日　　　　　　平成25年５月２日

（注）平成25年２月28日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

マニー株式会社(E02340)

四半期報告書

19/20



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年４月11日

マニー株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上林　三子雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神山　宗武　　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 白取　一仁　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマニー株式会社の

平成24年９月１日から平成25年８月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年12月１日から平成25

年２月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年９月１日から平成25年２月28日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マニー株式会社及び連結子会社の平成25年２月28日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

マニー株式会社(E02340)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更
	会計方針の変更
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

